
 
毎月勤労統計調査地方調査の説明 

 
 
１ 調査の目的 
 

 この調査は、統計法に基づく基幹統計であって、給与、出勤日数、労働時間及び雇用について、鳥取県 
における毎月の変動を明らかにすることを目的としている。 
 

２ 調査の対象 
 

  この調査は、日本標準産業分類に定める鉱業，採石業，砂利採取業、建設業、製造業、電気・ガス・熱供
給・水道業、情報通信業、運輸業，郵便業、卸売業，小売業、金融業，保険業、不動産業，物品賃貸業、学
術研究，専門・技術サービス業、宿泊業，飲食サービス業、生活関連サービス業，娯楽業（その他の生活関
連サービス業のうち家事サービス業を除く）、教育，学習支援業、医療，福祉、複合サービス事業、サービ
ス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く）において、常時５人以上の常用労働者を雇用する事業所
の中から抽出された４６４事業所について行っている。（ただし鉱業，採石業，砂利採取業は調査事業所な
し） 
 
３  調査事項の定義 
 
 （１）現金給与額 
    所得税、社会保険料、組合費、貯金等を差し引く前の総額のことである。 
    「現金給与総額」とは、「きまって支給する給与（定期給与）」と「特別に支払われた給与（特別 
   給与）」の合計額である。 
    「きまって支給する給与」とは、労働契約、労働協約、あるいは事業所の給与規則等によってあら 
   かじめ定められている支給条件、算定方法によって支給された給与のことで、「超過労働給与」を含 
   む。 
    「超過労働給与」とは、所定の労働時間を超える労働、休日労働、深夜労働に対して支給される給 
   与のことである。 
    「所定内給与」とは、「きまって支給する給与」から「超過労働給与」を除いたものである。 
    「特別に支払われた給与」とは、あらかじめ定められた契約や規則等によらないで一時的又は突発 
   的理由に基づいて労働者に現実に支払われた給与、新しい協約により過去にさかのぼって算定された 
   給与の追給額、３か月を超える期間ごとに算定される住宅手当や通勤手当等、並びに賞与のことであ 
   る。 
 （２）出勤日数 
    労働者が実際に出勤した日数のことである。事業所に出勤しない日は有給でも出勤日にならないが 
   １日のうち１時間でも就業すれば出勤日となる。 
 （３）実労働時間 
    労働者が実際に労働した時間数のことであって、休憩時間は除かれる。ただし運輸関係労働者等の 
   手待ち時間は含める。なお、本来の職務外として行われる当宿直の時間数は含めない。 
    「総実労働時間数」とは、「所定内労働時間数」と「所定外労働時間数」の合計である。 
    「所定内労働時間数」とは、事業所の就業規則で定められた正規の始業時刻と終業時刻の間の休憩 
   時間を除いた実労働時間数のことである。 
    「所定外労働時間数」とは、早出、残業、臨時の呼出、休日出勤などの実労働時間数のことである。 
 （４）常用労働者 
    期間を定めずに又は１か月を超える期間をきめて雇われている者、あるいは、日々又は１か月以内 
   の期間をきめて雇われているが前２か月にそれぞれ１８日以上実際に雇われた者のことである。 
   １日の労働時間の長短は問わず、いわゆるパートタイマー等も含む。 
    「パートタイム労働者」とは、常用労働者のうち、１日の労働時間、又は１週の労働日数が短い者 
   のことである。 
    「パートタイム労働者比率」は、常用労働者に占めるパートタイム労働者の割合のことである。 
 （５）入職率・離職率 
    採用（解雇、退職）、出向及び同一企業内の他の事業所からの（への）転勤によって当事業所に入 
   った（を離れた）常用労働者を、前月末常用労働者数で除した値である。 
 
４  調査結果の算定 
 
 この結果は、調査事業所からの報告をもとにして事業所規模５人以上の県内すべての事業所に対応する 
よう推計したものである。 
 
 
 
 
 



 
 
 
５  利用上の注意 
 
 （１）前年比などの増減率は、調査事業所の抽出替えに伴うギャップ修正をした指数により算出しており、 
  実数で算した場合と必ずしも一致しない。また、指数、前年比などの増減率は、調査事業所の抽出替 
  えに伴い、今後改正されることがある。 
（２）不動産業，物品賃貸業は調査対象事業所が少ないため非公表とするが、調査産業計には含まれる。         

   電気・ガス・熱供給・水道業は「電気・ガス業」、学術研究，専門・技術サービス業は「学術研究等」、 
宿泊業，飲食サービス業は「飲食サービス業等」、生活関連サービス業，娯楽業は「生活関連サービ 
ス等」、サービス業（他に分類されないもの）は「その他のサービス業」と表示する。 

 （３）第５－１～３表の「○その他」の一括集計に含まれる産業は次のとおりである。 
「Ｅその他」の一括集計に含まれる産業は、「家具・装備品」「化学、石油・石炭」「ゴム製品」「窯 
業・土石製品」「非鉄金属製造業」「はん用機械器具」「生産用機械器具」「業務用機械器具」「そ 
の他の製造業」である。 

   「Ｍその他」の一括集計に含まれる産業は、「飲食店」「持ち帰り・配達飲食サービス業」である。 
「Ｐその他」の一括集計に含まれる産業は、「保健衛生」「社会保険・社会福祉・介護事業」である。 
「Ｒその他」の一括集計に含まれる産業は、「廃棄物処理業」「自動車整備業」「機械等修理業」「職 
業紹介・労働者派遣業」「政治・経済・文化団体」「宗教」「その他のサービス業」である。 

 （４）実質賃金指数については、次の算式によって作成している。 
 
                      各月の名目賃金指数 

各月の実質賃金指数 ＝                          × １００ 
               各月の消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合） 
 
 
６ 毎月勤労統計調査地方調査の表章産業の変更について 
 
 毎月勤労統計調査地方調査においては、平成２２年１月分から、平成１９年１１月改訂の日本標準産業分
類（以下「新産業分類」という。）に基づく集計結果を公表することとした。 
 「調査産業計」「建設業」「製造業」「電気・ガス・熱供給・水道業」「情報通信業」「運輸業，郵便業」
「卸売業，小売業」「金融業，保険業」「教育，学習支援業」「医療，福祉」「複合サービス事業」につい
ては、日本標準産業分類（平成１４年３月改訂）（以下「旧産業分類」という。）に基づいて公表している
平成２１年以前の集計結果と接続させているが、「学術研究，専門・技術サービス業」「宿泊業，飲食サー
ビス業」「生活関連サービス業，娯楽業」「サービス業（他に分類されないもの）」については平成２１年
以前の旧産業分類に基づく集計結果と接続していない。 

また、旧産業分類と接続しない産業の指数、前年比及び前年差は、算出ができないため、表中におい
て「－」と標記しており、指数は基準時（現在は平成１７年）を変更するまでの間作成しないが、増減
率は実数を基に平成２３年１月分から作成する。 

 


